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Ⅰ．最近の九州財務局管内の経済情勢

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組
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総括判断の要点前回比較今回（7年10月判断）前回（７年７月判断）

○ 個人消費は、物価上昇の影響がみら
れるものの、回復しつつある。

○ 生産活動は、一部に弱さがみられて
おり、横ばいの状況にある。

○ 雇用情勢は、持ち直している。

物価上昇の影響がみら
れるものの、回復しつ
つある

物価上昇の影響がみ
られるものの、回復し
つつある

総括判断

前回比較今回（７年10月判断）前回（７年７月判断）

物価上昇の影響がみら
れるものの、回復しつつ
ある

物価上昇の影響がみられる
ものの、回復しつつある

個人消費

横ばいの状況にある横ばいの状況にある生産活動

持ち直している持ち直している雇用情勢

横ばいの状況にある
持ち直しに向けたテンポが
緩やかになっている

住宅建設

〔先行き〕

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、回復していくことが期待される。

ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある。

（ 注 ） ７ 年 1 0 月 判 断 は 、 前 回 ( ７ 年 ７ 月 判 断 ) 以 降 、 足 下 の 状 況 ま で を 含 め た 期 間 で 判 断 し て い る 。

Ⅰ．最近の九州財務局管内の経済情勢

熊本県 →
「物価上昇の影響
がみられるもの
の、緩やかに回復
している」

大分県 →
「緩やかに回復
しつつある」

＜県別の経済情勢＞ ※ 7 年 1 0 月判 断

宮崎県 →
「物価上昇の影響
がみられるもの
の、緩やかに回復
しつつある」

鹿児島県 →
「緩やかに回復し
つつある」

出 所 ： 国 土 地 理 院 ホ ー ム ペ ー ジ( h t t p s : / / m a p s . g s i . g o . j p / ) 地 理 院 地 図 を 加 工 し て作 成



Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

【 調 査 実 施 要 領】

１ ． 概 要
( 1 )調 査期 間： 2 02 5年9 月中 旬～ 20 25年 10月 上旬
( ２ ) 調査 対象 ： 九州 財務 局が 管内 経済 情勢 報告 を 取 りま と め る際 に従 来から継 続的 にヒア リン グを 実 施して いる企 業等 。計9 9社。

( 大 企 業 ： 資 本金 10億 円以 上、中 堅企 業： 資 本金 １億円 以上 10億 円未 満、中 小企 業： 資 本金 １億円 未満 )

２ ． 注 意 事 項
( １ )結 果数 値(％ )は、小数 点第 ２位 を 四 捨五 入して いるた め 、 合計 が10 0％ にな らな い 場合 があ る 。
( ２ ) 複数 回答 の質 問は、回 答数 を 総 回答 社数 で 割 った 比 率 を 回 答割 合と してい るた め 、 合計 が10 0％ を 超え る場 合が あ る。
( 3 ) P .7グ ラ フ中 の2 018年 、コロ ナ 禍 、202 4年 は昨 年調 査の 結果 を 引用 してい る。な お 、今 回調 査と 昨 年調 査の 両方 で 回 答が

得 ら れ た 企 業 の 結 果 のみ 集 計し た 。
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国内における販売価格の上昇

国外における販売価格の上昇
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原材料価格・仕入価格の低下

燃料価格の低下

人件費の減少

その他
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国内における販売価格の低下

国外における販売価格の低下

国内における販売数量の減少

国外における販売数量の減少

原材料価格・仕入価格の上昇

燃料価格の上昇

人件費の増加

その他

（％）

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組 ー前年同期と比較した足下の収益環境ー

前年同期と比較した足下の収益環境は、「横ばい」（40.4％）が最も多く、次いで「悪化」（34.3％）が多い。全国と比べ

て、「改善」よりも「悪化」と回答した企業の割合が高くなっている。

「改善」の要因は、国内における「販売価格の上昇」と「販売数量の増加」の割合が高い。

「悪化」の要因は、「国内における販売数量の減少」と「原材料価格・仕入価格の上昇」の割合が高い。

25.3

40.4

34.3

30.4

39.5

30.1

0 10 20 30 40 50

改 善

横ばい

悪 化

（％）

上 ： 管 内
下 ： 全 国

全規模・全産業 回 答 社 数 ： 管 内 9 9 社 、 全 国 1 , 1 0 7 社 「改善」の要因 回 答 社 数 ： 「 改 善 」 と 回 答 し た 2 5 社 （ 複 数 回 答 可 ）

「悪化」の要因 回 答 社 数 ： 「 悪 化 」 と 回 答 し た 3 4 社 （ 複 数 回 答 可 ）
【改善】

• 価 格 転 嫁 に つ いて 、 全 く 応 じ て も ら え な い 状 況 で は な く 、 計
画した値上げには成功している （ 陸 運）

• 高価格帯・高付加価値製品の販売比率を高めており、販売価
格が上昇 （ そ の 他製 造）

• 施設の一部拡張を行い入館者数が増加 （ 娯 楽）

【悪化】
• 国内自動車関連の不振による販売数量の減少 （ 情報 通信 機械 ）

• デ ジ タ ル 化 等 に よ る 需 要 減 に 伴 い 販 売 数 量 が 減 少 （ パ ル プ ・
紙 ・ 紙 加 工 品 ）

• 原料米価格が高騰 （ 食 料品 ）

• 仕入価格、人件費の高騰のほか、物流コストの上昇が収益を
圧迫 （ 小 売 ）
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Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

国内の設備投資計画を「見直す予定なし」との回答が

63.6％となっている。

全規模・全産業 回 答 社 数 ： 9 9 社

24.2 

12.1 

63.6 

0 25 50 75 100

拡大

縮小

見直す予定なし

（％）

【拡大】
• 事業拡大に伴う生産設備及びシステムへの投資 （ 農 業）

• 売上げが増加している製品の生産設備と老朽化している工場
設備を更新予定 (食 料品 )

【縮小】
• 業務に必要な投資を見極め集中させていく (陸運 )

【見直す予定なし】
• 予算上限額の範囲内で維持更新を実施 ( 情 報 通 信 )

国内の設備投資計画の見直し 米国関税措置を受けた取組

「米国との輸出入取引がある」と回答した企業は27.3％。
うち、29.6％は何らかの取組を行っている。

【追加関税分の米国における販売価格への転嫁】
• 取引先が負担する契約内容となっている (生 産用 機械)

• 現 地 商 社 か ら の 情 報 を 待 っ て い る が 、 今 後 、 現 地 商 社 が 販
売価格を上げる可能性が高い (食料 品)

【米国以外の市場への販路開拓】
• 基本は価格転嫁の方針だが、他国への販売拡大も検討しな

ければならないと考えている ( 情 報 通 信 機 械)

• 海外で開催されている商談会を通じて販路開拓を行ってい
る ( 食 料 品)

米国との輸出入取引の有無
回 答 社 数 ： 9 9 社

米国との輸出入取引有と回答した
企業の対応

27.3%

72.7%
無

有

29.6%

37.0%

33.3%

取組を行っている
様子見しており行っていない
取組を行う必要が無い

主な取組
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Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組 ー収益力強化に向けた取組ー

収益力強化に向けた方針をみると、製造業・非製造業ともに、コロナ禍ではコストカット重視となったものの、直近2年間

はアウトプット増加重視に転じ、足下ではコロナ禍前の水準以上となっている。

前年同期と比較したアウトプット増加のための取組は、製造業・非製造業ともに、「人材の確保」などが低下した一方、製

造業では 「新規事業への参入」が、非製造業では「営業力の強化」や「取引価格の適正化（価格転嫁）」などが上昇している。

【コストカットを重視する理由】
・ 作業員の確保が難しく、生産量の増加が困難であるためコスト削減による利益増加を重視 (食料 品)

・ トランプ関税の影響で得意先自動車メーカーの業績に不透明感があるため （ 自 動車 ・ 同附 属品 )

▲7.7
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72.7

▲18.2

72.7

33.7

61.6

▲ 25
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2 0 1 8 コ ロ ナ 禍 2 0 2 4 2 0 2 5

製 造 業 ( 管 内 3 9 社 )

非 製 造 業 ( 管 内 4 4 社 )

製 造 業 ( 全 国 )

非 製 造 業 ( 全 国 )

（ ％ ポ イ ン ト ）

【アウトプット増加のための取組】【収益力強化に向け重視する方針の推移】

( 年 )

ア

ウ

ト

プ

ッ

ト

重

視

コ

ス

ト

カ

ッ

ト

重

視

( 注 1 ) コ ロ ナ 禍 ＝ 2 0 2 0 年 ～ 2 0 2 3 年 5 月
( 注 2 ) 数 値 （ ％ ポ イ ン ト ） ＝ 「 ア ウ ト プ ッ ト 増 加 の た め の 取 組 」 を 重 視 す る 企 業 の 割 合 － 「 コ ス ト 削 減 に

よ る 利 益 創 出 」 を 重 視 す る 企 業 の 割 合

回 答 社 数 ： 「 ア ウ ト プ ッ ト 増 加 重 視 」 4 5 社 ( 複 数 回 答 可 )
グ ラ フ ： 上 段 ＝ 2 0 2 5 年 、 下 段 ＝ 2 0 2 4 年
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営 業 力 の 強 化

取 引 価 格 の 適 正 化 （ 価 格 転 嫁 ）

高 付 加 価 値 の 商 品 ・ サ ー ビスの 開 発

新 規 事 業 へ の 参 入

人 材 の 確 保

生 産 能 力 強 化 の た め の 投 資

成 長 分 野 （ グリー ン・ DX・ 科 学 技 術 ・ イ ノ ベ ー ション等 ） へ の 投 資

従 業 員 の 新 た な スキ ル の 獲 得 （ リ・ スキ リング）

製造業（17社）

(%)
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営 業 力 の 強 化

取 引 価 格 の 適 正 化 （ 価 格 転 嫁 ）

高 付 加 価 値 の 商 品 ・ サ ー ビスの 開 発

新 規 事 業 へ の 参 入

人 材 の 確 保

生 産 能 力 強 化 の た め の 投 資

成 長 分 野 （ グリー ン・ DX・ 科 学 技 術 ・ イ ノ ベ ー ション等 ） へ の 投 資

従 業 員 の 新 た な スキ ル の 獲 得 （ リ・ スキ リング）

非製造業(28社)

(%)



豆知識 ( 出 所 ： 農 水 省 、 J A 鹿 児 島 県 経 済 連 )課題

県茶業のこれまで 県茶業のいま

鹿児島県茶業の成長戦略 ～「もうかる茶業経営」の実現に向けた取組～

●茶づくりの省力化・効率化

• 平坦な地形を生かした大型機械の導入

省力化・省人化

• 経営規模拡大や法人化の進展

生産者の経営安定と効率的生産体制の整備

●荒茶生産量日本一

• 2024年に荒茶生産量日本一に

• 県 内 事 業 者 が 協 力 し 生 産 面 積 を 減 ら さ ず

生産量維持

●拡大する需要に見合った生産能力の整備

• 抹 茶 需 要 に 対 応 で き る 「 て ん 茶 」 の 栽 培 や 抹 茶 工 場 の 整 備

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組 九州財務局管内における事例①

●輸出促進に向けた茶業関係者・県等による一体的取組

• 県策定の「輸出促進ビジョン」に基づいた各種取組

• 各種GAPや有機JASなど第三者認証の取得を推進

●世界的な抹茶ブーム

• インフルエンサーの発信により抹茶ブーム到来

• 海外バイヤーからの抹茶オファー急増

• 国内インバウンド向け業者からの商談増加

●てん茶・有機茶の生産拡大

• 有機茶の栽培面積は国内トップクラス

• 2020年に「てん茶」生産量が日本一に

●気候等を生かした売れる茶づくり

• 強い日光を遮るためのかぶせ茶 てん茶への転換を容易に

• 病気に強い品種 有機茶の栽培に適応

• ペットボトル用茶 生産農家の経営安定

2 0 . 7
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栽 培 面 積 ( 鹿 児 島 県 ) と 全 国 シ ェ ア の推 移

栽 培 面 積

比 率 ( 右 軸 )

( h a ) ( % )

（ 出 所 ） 鹿 児 島 県 茶 業 会 議 所 「 全 国 主 産 県 に お け る 茶 生 産 の
推 移 」 を 基 に 九 州 財 務 局 が 作 成

( 年 )

➢ 海外展開には有機茶や「てん茶」が鍵

●抹茶以外の茶製品の需要喚起

• 急 須 を 使 う 茶 文 化 の 浸 透 、 生 産 農 家 の 稼 ぐ 力 に な る 「 せ ん 茶 」 の 普 及

●日本茶の知的財産保護・ブランド確立

• 「 抹 茶 」 「 日 本 茶 」 な ど の ブ ラ ン ド を 確 立 、 他 国 と の 競 争 力 維 持

© K．P．V．B

●主な茶の種類
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➢ 近年、抹茶を中心に緑茶の輸出が拡大

【 荒 茶 】

• 茶 葉 を 蒸 し 、 揉 み ・ 熱 乾 燥 さ せ た 一 次 加 工 品 。

• 大 き さ が 不 ぞ ろ い で 、 茎 が 混 じ っ て い る 状 態 。

【 せん茶 】

• 最 も 一 般 に 飲 ま れ る お 茶 。

• 新 芽 を 蒸 し て 揉 ん で 乾 燥 さ せ て 製 造 。

【 てん茶 】

• 被 覆 栽 培 で 育 て た 茶 葉 を 蒸 し て 、 揉 ま ず に 乾

燥 し た 茶 葉 。抹茶の原料 。

© K . P . V . B

●産地の特徴

【 日本一早い新茶産地】

• 「 走 り 新 茶 」 と 呼 ば れ る 最 初 期 の 新 茶 は 、 縁 起 物

と し て 重 宝 さ れ 高 値 で 取 引 さ れ る 。

• 県 産 の 令 和 ７ 年 産 一 番 茶 は 、 前 年 比 で 約 ３ 割 高 い

価 格 で 取 引 。

【 長い収穫期間 】

• 南 北 に 長 い 地 形 を 生 か し て 、 栽 培 期 間 を 長 く と り 、

一 番 茶 か ら 四 番 茶 ま で 途 切 れ る こ と な く 収 穫 が

可 能 。 荒 茶 生 産 量 日 本 一 と な っ た 理 由 の 一 つ 。

➢ 今後も離農を防ぐことが重要
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お 茶 の 輸 出 額 の 推 移 （ 鹿 児 島 県 ）

（ 出 所 ） 鹿 児 島 県 「 鹿 児 島 県 産 農 林 水 産 物 の 輸 出 額 」 を 基 に
九 州 財 務 局 が 作 成

( 億 円 )

( 年 度 )
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国 別 輸 出 金 額 の 推 移

そ の 他

シ ン ガ ポ ー ル

カ ナ ダ

米 国

( 百 万 円 )

（ 出 所 ） 食 料 シ ス テ ム 機 構 「 令 和 5 年 度 輸 出 に 取 り 組 む 優 良 事 業
者 表 彰 事 例 集 」 、 当 社 デ ー タ を 基 に 九 州 財 務 局 が 作 成

1 2 6

背景・課題

戦略的取組

成果

今後の展望

【 本 社 】 鹿 児 島 県 鹿 児 島 市
【 資 本 金 】 4 , 9 0 0 万円
【 従 業 員 数 】 1 2 6 名 （ 20 25年 10月 現在 ）
【 設 立 】 1 9 4 7 年 8月

鹿児島製茶㈱の挑戦 ～農家支援と現地マーケティングによる輸出拡大戦略～

海外展 開を見据えた有機茶葉 の

安定確保

需要増に応じた生産体制の確立

• 2 005 年 頃 、 茶 葉 を 同 額 で 買 い 取

る 支 援 策 を 用 意 し 、 農 家 が 有 機 転

換 し や す い環 境の 提供 開始

• 有 機 転 換 で 茶 葉 の 品 質 が 一 時 的 に

低 下 し 収 入 が 不 安 定 化 す る 農 家 の

不 安 を 解 消

●ニーズに応じた商品開発

• 急 須 を 使 用 せ ず 手 軽 に 飲 め る

せ ん 茶 商 品 の 開 発

Ⅱ．成長型経済の実現に向けた地域企業の取組 九州財務局管内における事例②

国 内 市 場 の 停 滞 （ 少 子 高 齢 化 ） に

伴う海外展開

米国での認知度向上

●輸出向け自社ブランドの構築

と販売促進

【生産・製造】 【需要喚起・マーケティング】

●販路拡大

• 米 国 で の 出 展 継 続 と 他 地 域 へ

の 積 極 的 な 展 開

• 展 示 会 や イベント

へ の 積 極 的 な 参

加 を 継 続

• 現 地 店 舗 で の 調

査 を 行 い 、 好 みの

フ レ ー バ ー に合う

お 茶 を 提 案

• 2 0 1 7 年 ５月 、海

外 向 け ブ ラ ン ド

「 S M I LE  T E A 」

を 立 ち 上 げ 8

●安定的な仕入先確保

• 買 取 方 法 の 工 夫 や 価 格 の 柔 軟 な 引

上 げ に よ り 農 家 と の 信 頼 関 係 を 維

持 し な が ら 供 給体 制を 強 化

• 6 0 の 農 家 から仕 入れ を 確 保

●輸出拡大による売上げ増加

• 米 国 ・ カ ナ ダ ・ シ ン ガ ポ ー ル 等 と の

間 で 多 数 の 直 接 販 売ル ー トを 開 拓

• 米 国 向 け が 約 ８割

• 輸 出 製 品 の 8 割 は 有 機 せ ん 茶 及 び

有 機 抹 茶

● 茶 の 製 造 、卸 ・ 小売 販売 業

● 2 0 1 1 年から輸 出開 始

● 自 社 ブ ラ ン ド 「 S M I LE  T E A 」 販 売促 進と OEM 製 造・ 卸 販売 に注 力

• 有 機 認 証 を 取

得 し た 製 茶 工

場 を 整 備 し 、

有 機 抹 茶 ・ 有

機 せ ん 茶 の 生

産 加 工 を 開 始

●設備投資による生産体制強化

●農家支援
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